





















































































鉄　道 バ　ス 自動車 バイク 自転車 徒　歩 合　計
2010年 16,485 2,295 32,116 3,249 15,944 19,812 90,294
2030年 12,965 2,200 26,636 2,597 13,378 17,339 75,445
変　化 78.6％ 95.9％ 82.9％ 79.9％ 83.9％ 87.5％ 83.6％
出　勤 登　校 自　由 業　務 帰　宅 合　計
2010年 13,242 5,826 25,371 8,626 37,228 90,293
2030年 10,745 3,460 25,515 4,732 30,993 75,445




















































































































































































































































































都　　市 運賃回収率（％） 都　　市 運賃回収率（％）
ロンドン（地下鉄） 125 ストックホルム 47
リヴァプール 87 マドリッド 51
リヨン 50 ローマ 23
パリ 65 ウィーン 60
フランクフルト 42 ニューヨーク 48
ハンブルグ 71 ボストン 28
アムステルダム 35 ポートランド 23
ブリュッセル 33 モントリオール 48
運賃回収率：運航費用に対する運賃の割合（不足分は行政的補助で充当）
出典：Jane’s Urban Transport System, 2014-2015
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クターベネフィットは「ある部門で実施された政策が、他部門
に利益をもたらすこと」と定義されますが、ここでは地域公共
交通が無くなることで出費の増加を算定することにしたので
「クロスセクター効果」ということにしています。
　このクロスセクター効果を実際に兵庫県のＫ市で協力をいた
だき算定をしました。市では地域公共交通を運行するために年
間約5,000万円の予算を投入しています。そして、この支援が無
くなることで、医療・福祉・商業・教育・観光・建設等12の行
政部門から別途の予算投入が必要となり、その合計金額が約４
億円になることが明らかになりました。
　クロスセクター効果の計算過程について、詳しくは参考文献５）
を参照いただきたいのですが、かなり大きな効果があることが
確認できました。４億円は過大ではないか、という意見もいた
だきました。スクールバスと病院送迎バスを一緒にすれば経費を下げることができますから、確か
に過大な計算結果かも知れません。しかし、スクールバスと病院送迎バスを共通化して、更に買物
支援等の複数の機能を一緒に運行するとさらに費用は下がります。12分野全てを統合すると現在運
行しているバスと鉄道になり、その補助金の約5,000万円になるわけですから、実際のクロスセクタ
ー効果は４億円と5,000万円の間にあるものと考えられます。
　こうした定量的なデータを提示することで、「赤字の公共交通交通への支援」「赤字補填」という、
後ろ向きの批判に対して、この政策の正当性を明確に示すことができると考えられます。
　あるいは、赤字の公共交通への支援を行う行政に対する訴訟などでも対応する論理を構築するこ
とが可能になると考えられると思います。
　こうしたクロスセクター効果を算定する試みは、先程紹介した兵庫県Ｋ市だけでなく、近年は多
くの都市で算定をいただくようになってきています。また、国土交通省総合政策局や各地の運輸局
でも収支差に対して「赤字補填」というのではなく「地域を支える費用」であるとしてクロスセク
ター効果について注目６）をいただくようになってきました。
　皆様のまちでも、是非とも地域公共交通が持つクロスセクター効果について算出いただければと
思います。先に述べた兵庫県Ｋ市については内陸部の人口４万人のまちですが、過疎地や、大都市
近郊部では少し算出の方法や結果も異なるように思います。算定事例を増やすことで、より算出し
やすい手引なども作成できればと考えています。
14．まちづくりと連携
　人口減少社会の到来を避けることはできません。
図 -８　クロスセクター効果の概念
岡山行政法実務研究会
－77－
　本稿では、人口減少→総交通量減少の時代に必要とされる交通政策について議論を展開してきま
した。しかし、これからの暮らしやすい社会のデザインが交通政策だけでできるのというと、答えは
簡単ではありません。交通は人々の活動や気持を現実空間においてつなげて行くものです。だから
交通が行われる前提である、人々の暮らしのあり方、活動、そして気持のあり方と関係してきます。
　高度経済成長期の様に、人口を分散し、移動の手段として自動車に頼る都市構造やライフスタイ
ルから大きく転換して、道路や商業施設など生活に不可欠なインフラが整った地域に可能な限り集
まって生活することが期待されます。これがコンパクトなまちづくりと言われるものです。こうし
た都市構造を支えるための地域公共交通のネットワークの構築も必要とされています。
　ただ、コンパクトなまちづくりは理念としてわかりやすいのですが、それを実現する道筋はまだ
まだ十分に見えるものとはなっていないのが現状です。しかし、現状以上に市街地を拡大をするこ
とを避けるだけでも、今後必要となるコンパクトなまちづくりや、人々の集積に対して大きな効果
が期待できます。こうしたまちづくりの政策と地域公共交通政策が連動して、人々にとって暮らし
やすいまちが実現できることが期待されます。
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